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要約 
 

本稿は 2020年 4月より施行された同一労働同一賃金制度（以下、同一制度）について着

目し、同一制度の「同一労働」とは何かを議論し、同一制度が施行されることによる企業

に与える影響を企業価値の観点から分析する。我々は、この政策の雇用者側に対する対応

について疑問点はないが、企業側にかかる負担が大きすぎるのではないかと考える。その

上で、同一制度と同時に発表された同一労働同一賃金ガイドライン（以下、ガイドライン）

に対する改正や同一企業・団体における正規・非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差

を解消しながら、企業価値を下げない方法について政策提言を行う。  

 同一制度の企業側への影響を分析している論文を、筆者の知る限りでは存在しない。そ

のため、本稿では独自性として同一制度導入による企業への影響を計量分析手法により分

析する。  

 上記のことから問題意識として以下の二つを挙げる。第一に、「同一労働同一賃金制度」

とあるが”同一労働”とは、同じ職務内容であれば雇用形態によらず賃金を“同一”にす

べきという考えである。しかし、現状どのように労働を“同一”とみなすのか検証方法が

なく、どの程度で同一と定義しているか政府の見解やガイドラインを含め曖昧であるとい

う問題点が挙げられる。第二に、同一制度が企業に与えている影響に対する問題意識であ

る。2020年に大企業、2021年に中小企業に適用された同一制度は現状、義務化されている

にも関わらず導入率が低い。その背景として、制度導入による人件費の増大が挙げられる。

賃金や福利厚生といったガイドラインに記載されてある項目に沿って企業を運営すれば、

正規雇用労働者と非正規雇用労働者の待遇差が縮まるも、その分雇用者側に与える金額が

増えるため、人件費の増加は免れないと考えられる。よって、企業は導入を懸念し、同一

制度導入が促進されず「働き方改革関連法」における「雇用形態に関わらない公正な待遇

の確保～同一企業内における正規雇用・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消～」

が実現されない可能性が考えられる。  

 つまり、同一制度導入→コスト増大→導入率の低下→賃金格差や待遇差の解消に至らず、

負の連鎖が続くことが懸念されている。しかし、このような負の連鎖はあくまでも仮説で

あり、実証的には分析されていない。よって、本稿では同一制度導入がコスト増大につな

がるか、実証分析により示して同一労制度の問題点を明らかにする。  

以上の問題意識により本稿では以下の仮説を検証した。同一制度の導入は非正規雇用労働

者に依存した企業の人件費比率を上昇させる要因になるのではないか。  

 この仮説に対し、同一制度導入年前後において、非正規雇用労働者比率が人件費に与え

た影響を固定効果モデルを用いて分析した。分析の結果、同一制度導入後に非正規雇用労

働者に依存した企業の人件費比率が上昇することが明らかになった。  

 この結果から、新たに非正規雇用労働者に依存した企業の企業価値（「営業利益率」

「総資産変化率」「売上高変化率」）を低下させるという仮説を立て、上記と同様の方法

で分析を行った。その結果、非製造業において非正規雇用労働者比率が高い企業において、

同一制度導入後の人件費比率は上昇し営業利益率を低下させていることが立証された。  

さらに、上記の結果から現行のガイドラインを厳守すると、年齢が高く賃金が高い労働

者の基準に合わせる必要がある。よって、企業の平均年齢が高いと人件費が高くなり、企

業の営業利益率や時価総額が低くなるという仮説を立てた。上記と同様の方法で分析した
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結果、企業の平均年齢が高いと人件費が高く、営業利益率、時価総額が低いということが

立証された。  

以上の結果に基づき、以下の政策提言を行う。  

政策Ⅰ：同一労働同一賃金制度から同一価値労働同一賃金制度（以下、同一価値制度）に

変更を行う。ガイドラインの訂正箇所を明確に記す。  

政策Ⅱ：同一価値制度を達成するため、労働者の同意なしに賃金・福利厚生の水準を下げ

ることを許容する。分析の結果より企業の平均年齢が高いと人件費が高く、営業

利益率、時価総額が低いということが立証されたため、政策Ⅰの導入を促せるよ

うにする。  

政策Ⅲ：賃金が適正水準ではない労働者の流動化を促進する。分析結果より企業の平   

均年齢が高いと人件費が高く、営業利益率、時価総額が低いということが立証

されたため、労働者の流動化を行い非正規雇用労働者は正規雇用労働者にキャ

リアアップする機会を多く得られるようになる。この政策により企業価値を下

げずに、賃金格差を是正することを実現できると予想する。  

政策Ⅳ：上記の政策提言を非製造業において早期に導入する。分析結果より同一制度は非

製造業においてマイナスの影響を与えるからである。  
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はじめに 
 

「働き方改革関連法」における「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保～同一企業内

における正規雇用・非正規雇用の間の不合理な待遇差の解消～」に該当する「同一労働同

一賃金制度」が大企業では 2020年 4月 1日、中小企業では 2021年 4月 1日から施行され

た。現状として、雇用形態別の賃金格差は減少傾向にあるが未だに格差は存在する。ま

た、65歳以上の労働者数は年々増加しており、企業側は人件費の増大を懸念し、同一制度

の導入に踏み込めていないという現状がある。 

本稿の問題意識は次の二点である。 

第一は、同一制度における”同一労働”とは、同じ職務内容であれば雇用形態に依らず

賃金を“同一”にすべきという考えなのか、どの程度で同一と定義しているか政府の見解

やガイドラインを含め曖昧であるという点である。目には見えない労働力をどのように計

るかが問題として挙げられる。 

第二は、本制度が企業にどのような影響を与えるか、非正規雇用労働者や高齢者の多い

企業に対してはどのような影響を与えるか、という点が問題意識として挙げられる。以上

の二つの問題意識から「同一労働同一賃金」という制度名が日本の賃金格差問題を解決す

る上で適切なのかを本稿では明らかにする。 

以上の問題意識より、以下の実証分析を行う。 

第一に、2016年から 2021年の製造業と非製造業における企業財務データから、同一制

度導入による非正規雇用労働者が多い企業の人件費や企業価値への影響を分析する。その

結果、現行の同一制度は企業側にはメリットがないことが立証された。非製造業における

非正規雇用労働者が多い企業において、同一制度導入後に人件費比率の上昇をもたらし、

営業利益率を低下させているという結果が得られた。つまり、この同一制度は企業に負の

影響を与えることが明らかになった。 

第二に、2016年から 2021年の製造業における企業財務データと 2019年から 2021年ま

での企業内平均年齢と時価総額のデータから、企業内労働者の高齢化により企業価値は高

まっているかを分析する。この分析を行う理由として、労働者の高齢化により賃金が上昇

しており、同一制度の導入の制約になっているのではないのか、と考えたからである。そ

の結果、労働者の高齢化は人件費の増加、営業利益率の低下、時価総額の低下から企業価

値の低下を招くことが明らかになった。 

 上記より、以下の提言をする。 

・提言Ⅰ：同一労働同一賃金制度から同一価値労働同一賃金制度へ  

・提言Ⅱ：同一価値労働同一賃金における人件費の適正化 

・提言Ⅲ：同一価値労働同一賃金における労働者の流動化 

・提言Ⅳ：非製造業に対する同一価値労働同一賃金制度の優先的導入 
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第 1章 現状分析 
第１節 同一労働同一賃金制度の概要 
 

 「同一労働同一賃金制度」とは、大企業には 2020 年 4 月 1 日、中小企業には 2021 年 4

月１日から施行された制度である。これは、2019 年 4 月 1 日より施行された「働き方改革

関連法」における「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保～同一企業内における正規雇

用・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消～」に該当する。 

この制度は「同一企業内における正規雇用・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇の差

をなくし、どのような雇用形態を選択しても待遇に納得して働き続けられるようにするこ

とで、多様で柔軟な働き方を“選択できる”ようにする」（厚生労働省ホームページより

引用）ことを目的としており、改正のポイントとして「不合理な待遇差の禁止」「労働者

に対する待遇に関する説明義務の強化」「裁判外紛争解決手続の整備」の３つを挙げてい

る。 

 

第２節 同一労働同一賃金ガイドラインの概要 
 

「同一労働同一賃金ガイドライン」とは「雇用形態にかかわらない均等・均衡待遇を確

保し、制度の実現に向けて制定するもの」である。 

具体的にガイドラインの概要は三つある。 

 

① ガイドラインは、同一企業・団体における、いわゆる正規雇用労働者と非正規雇用労

働者との間で待遇差が存在する場合、いかなる待遇差が不合理なものか否かの原則と

なる考え方や具体例が記載され、主に基本給・昇給・賞与・各種手当などの賃金に加

えに加え、教育訓練や福利厚生等についても記載されたものである。ガイドラインに

記載のない退職手当等の待遇や具体例に該当しない場合についても、不合理な待遇差

の解消等が求められる。このことから、各社の労使によって個別具体の事情に応じて

待遇の体系について議論していくことが必要である。 

 

② (1)基本給に関して、労働者の能力や経験に応じて支払うもの、業績や成果に応じて

支払うものなどその趣旨・性格が様々である事実を認めた上で、実態に違いがなけれ

ば同一の、違いがあれば違いに応じた支給を行わなければならない。 

昇給に関して、労働者の勤続による能力の向上に応じて行うものについては、同一の

能力の向上には同一の、違いがあれば違いに応じた昇給を行わなければならない。 

 

(2)賞与に関して、労働者の企業への貢献に応じて支給するものについては、同一の

貢献には同一の、違いがあれば違いに応じた支給を行わなければならない。 

 

(3)各種手当に関して、役職手当であって、役職の内容に対して支給するものについ

ては、同一内容の役職には同一の、違いがあれば違いに応じた支給を行わなければな
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らない。そのほかの食事手当・単身赴任手当・地域手当・出勤手当・出張旅費などの

手当に関しても同一の支給を行わなければならない。 

 

③ 福利厚生・教育訓練に関して 

・福利厚生施設の利用や慶弔休暇・健康診断に伴う勤務免除・有給保障、病気休職に

ついては同一の利用・付与を行わなければならない。 

・教育訓練であって、現在の職務に必要な技能・知識を習得するために実施するもの

にていては、同一の職務内容であれば同一の、違いがあれば違いに応じた実施を行わ

なければならない。 

 

厚生労働省ＨＰ「同一労働同一賃金ガイドライン」より引用 

 

しかし、上記のように概要が述べられているが、ガイドラインの考え方等に反した場合

や守らなかった場合に関しては、現行では罰則や処罰などはない。つまり、ガイドライン

という存在があるだけで強制力がなく、企業側は必ずしもこれを守らなくても良いことに

なっている。正規雇用・非正規雇用労働者の間にある不合理な待遇差を埋めるべくガイド

ラインが示されているものであるから、両労働者間で不満がないのであれば、ガイドライ

ンを守る必要はない。しかし、企業内で不合理な待遇差があるのにもかかわらず、企業が

ガイドラインを厳守していないのであれば問題である。 

 

第３節 雇用形態別賃金格差の現状と推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「令和 2年賃金構造基本統計調査」より筆者作成 

 

 

 

 

 

 

図表 1-1 正規雇用と非正規雇用の賃金格差 
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出典：厚生労働省「令和 2年賃金構造基本統計調査」より筆者作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「令和 2年賃金構造基本統計調査」より筆者作成 

 

図表 1-1 は 2005 年から 2020 年における雇用形態別の賃金格差の推移である。この図を

みると、正規雇用労働者の賃金は 30 万円から 35 万円の間で推移しているのに対し、非正

規雇用労働者の賃金は 2005年に 20万円未満であった。しかし、2010年代後半には 20万円

を超えている。また、この図から年々、非正規雇用労働者の賃金は正規雇用労働者の賃金

に近づいていることがわかる。この原因として、非正規雇用労働者への賃金引き上げなど

が考えられるが非正規雇用労働者の賃金は正規雇用労働者よりも低く、依然として賃金格

差は存在することがわかる。その差は約 10万円程であるが、非正規雇用労働者の賃金は正

規雇用労働者の賃金の 3 分の 2 程度であるため、その格差は非正規雇用労働者にとって大

きく感じるであろう。 

 

図表 1-2 は同年における雇用形態別賃金格差額を表している。この図は正規雇用労働者

図表 1-3 年齢階級別・雇用形態別賃金格差 

図表 1-2 雇用形態間賃金格差 
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の賃金を 100 として、非正規雇用労働者の賃金を指数として表したものである。図表 2 か

ら、非正規雇用労働者の賃金は 2005 年から 20 年にかけて 60 から 66 へ上昇している。し

かし、未だ正規雇用労働者の 3 分の 2 程度である。正規雇用労働者と非正規雇用労働者の

賃金格差は縮小しているものの、未だに両者の賃金において格差が存在する。 

 

図表 1-3 は年齢階級別・雇用形態別賃金格差を表したものである。この図から正規雇用

労働者と非正規雇用労働者との間で年齢が 55〜59歳になるまで格差が広がっていくことが

わかる。 

正当な理由による賃金差(例えば、両労働者の労働時間の違いによる賃金格差など)の存在

は当然労働内容が違うのだから認めるべきことである。しかし、不合理な賃金格差(例え

ば、同一内容の仕事をこなしているのにも関わらず時給が違うなど)は認めがたい。後者

のような賃金格差は問題視されるべきであり、何らかの手段で格差の是正を目指すことが

社会的に望ましいと考えられる。また、この賃金格差を考慮すれば正規・非正規雇用の違

いによって二次的な問題、例えば、収入の低さ故に損なわれる社会的信用や生活困難など

が生じると考えられる。 

 

ここまでをまとめると、雇用形態別の賃金格差は停滞、賃金格差額は減少傾向にあるが

未だに格差は存在する。 

 

第４節 雇用形態別労働者数の現状と推移 
 

第１項 雇用形態労働者数の推移と詳細 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「労働力調査」より筆者作成 

 

図表 1-4 は 2013 年 1 月から 2021 年 7 月までの雇用形態別労働者数の推移を表したもの

である。この図から、両労働者数は年々増加傾向にあることがわかる。また、正規雇用労

図表 1-4 正規・非正規雇用の職員・従業員数の推移 
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働者の人数は単調に増加している反面、非正規雇用労働者は波があることがわかる。特に、

非正規雇用労働者の人数は 2018年 1月に急増加、2020年 1月に急減少しているのが見受け

られる。2020 年における変化は新型コロナウイルス感染症の影響も考えられるが、非正規

雇用労働者として働くことは安定して職に就けることが困難である可能性を持っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：図表 1-4と同様 

 

図表 1-4-(1),(2)は、図表 1-4において 

 

正規雇用男女合計/（正規雇用男女合計+非正規雇用男女合計） 

非正規雇用男女合計/（正規雇用男女合計+非正規雇用男女合計） 

 

として筆者が独自に算出したものであり、2013年 1月から 2021年 7月までの正規・非正規

全体に占める正規・非正規雇用の割合である。 

 2020 年においては新型コロナウイルス感染症拡大後に、非正規雇用労働者が減少した結

図表 1-4-(2) 正規・非正規雇用全体における非正規雇用の割合 

図表 1-4-(1) 正規・非正規雇用全体における正規雇用の割合 
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果、正規雇用労働者の比率が拡大したことが分かる。上記のことから、非正規は雇用が不

安定である。このことから、正規・非正規雇用労働者の間の待遇差があることが再度確認

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「『非正規雇用』の現状と課題」より筆者作成 

 

 図表 1-5-(1)は 1984年から 2020年までの雇用形態別労働者数の推移である。この図から

年々、非正規雇用労働者は増加傾向にあり、正規雇用労働者の人数はあまり増加していな

いことが分かる。また、役員を除く雇用者を含めれば、全体として労働者は若干増加傾向

にあることが分かる。 

図表 1-5-(2)は 2002年から 2020年までの雇用形態別非正規雇用労働者数の推移である。

この図から、非正規雇用労働者の中でも、パート・アルバイトの労働者が増えていること

が分かる。この要因として「高齢者や女性の労働推進」「働き方の多様性」が考えられる。 

図表 1-5-(1) 正規雇用労働者と非正規雇用労働者の推移 

図表 1-5-(2) 雇用形態別非正規雇用労働者の推移 
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第２項 65歳以上の雇用形態別労働者数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「労働力調査」より筆者作成 

 

図表 1-6-(1)は、2013 年 1 月から 2021 年 5 月までの 65 歳以上の男女別非正規雇用労働

者数の推移である。この図から、男女ともに定年退職後も非正規雇用労働者として働いて

いる人がおり、年々、そのような人々が増加していることが分かる。さらに、65 歳以上に

なると、男性の非正規雇用労働者数が女性の非正規雇用労働者数を上回っていることが分

かる。この背景として、労働者の高齢化が考えられる。 

 

 図表 1-6-(2)は、(1)と同年における男女別正規雇用労働者数の推移である。この図から、

男女ともに正規雇用労働者として働いている人が年々増加していることが分かる。上記の

図からも、労働者の高齢化が分かる。 

 よって、両図から、65 歳以上の労働者は雇用形態に依らず増加傾向にあり、労働者の高

図表 1-6-(1) 65歳以上の男女別非正規雇用労働者数の推移 

図表 1-6-(2)  65歳以上の男女別正規雇用労働者数の推移 
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齢化が分かった。 

 

第３項 産業別労働者数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「労働力調査」より筆者作成 

 

図表 1-7-(1)は、2002年から 2020年における産業別就業者の推移である。この図では特

に、第三次産業における労働者数が年々増加傾向にあることが分かる。 

また、図表 1-7-(2)は、同年における労働者数を製造業と非製造業に分類した際の労働者

数の推移である。この図から、製造業の労働者数はおおよそ横ばいであることに対して、

非製造業の労働者数が年々増加傾向にあることが分かる。 

この 2 つの図から「第三次産業の労働者数の増加」「非製造業の労働者数の増加」が見

受けられた。この背景として、ICT 技術の発展による新しい職業の発現や産業用ロボット

等の導入による製造の機械の推進が考えられる。 

 

 

 

図表 1-7-(1) 産業別労働者数の推移 

図表 1-7-(2) 製造業・非製造業における労働者数の推移 
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第５節 完全失業率・有効求人倍率の現状と推

移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「令和 3年度版厚生労働白書」より筆者作成 

 

図表は、2017年 3月から 2021年 3月までの完全失業率の推移である。この図から、完全

失業率は 2017 年から若干減少傾向であったが、2020 年からは再び増加していることが分

かる。この要因として、新型コロナウイルス感染症の影響による「コロナ解雇」というの

は言うまでもなく、非正規雇用労働者が解雇に遭遇していることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「令和 3年度版厚生労働白書」より筆者作成 

 

図表 1-9 は、2017 年 1 月から 2021 年 3 月までの有効求人倍率の推移である。この図か

ら、図表と同様に、有効求人倍率は年々増加傾向にあったのにもかかわらず、2020 年 1 月

から急激に減少している。これも「コロナ解雇」が要因として考えられるのは言うまでも

ない。過去には有効求人倍率は増加傾向にあったことから、労働市場が活発あったことが

分かる。しかし、「コロナ解雇」により非正規雇用労働者が立場として非常に弱いことが

浮き彫りになったと考えられる。 

図表 1-8 完全失業の推移 

図表 1-9 有効求人倍率の推移 
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同一制度導入を前提にすると、労働者側では「労働意欲があっても有効求人倍率等の低

下により就職困難に陥っているため就職できない」、企業側は「制度導入には人件費が増

加するため労働者を雇いたくても雇うことができない」という現状にあると考えられる。 

 

第６節 企業の同一労働同一賃金制度への対応

状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ＴＤＢ景気動向オンラインより筆者作成 

 

図表 1-10は、企業規模別の制度導入の対応状況を表したものである。データの出所は帝

国データバンク（ＴＤＢ）景気動向オンラインであり、調査期間は 2020 年 1 月 20 日～31

日、調査対象は全国 2万 3,665社、有効回答企業数は 1万 405社（回答率 44.0％）である。

この図から、企業規模によらず制度導入企業は少ないことが分かる。 

全体的に制度導入率が低い理由として『「同一労働かどうかを明確に判断するのは難し

いことが挙げられる。今後、法改正に対応し具体的にどうアクションできるか不安」や

「制度内容が複雑であり、対応に苦慮している」といった声があがり、法律の施行を控え

るなかで、多くの企業で対応に悩んでいる様子が窺えた。一方で、６割近くの企業で同一

制度への対応を進めているが、「同一制度の影響で企業の負担が増える。設備投資を控え

るなどの対応が考えられる」や「同一制度による労務費負担増などの影響により、倒産す

る中小企業が増加することも考えられる」という声にあるように、企業側の負担を危惧す

る意見が多数みられた。また、「非正規の人材には同一労働を嫌がる者もいて、個別対応

が必要」という個人の求める環境を考慮するという声も聞かれた。』（同サイトより引用） 

このことから、同一制度の問題点として「同一労働とは何か」や「制度内容の複雑さ」

などの制度面に関する問題と「企業側のコスト増大」などの同一制度導入による企業側の

負担という 2 つの問題が主に考えられる。特に、「同一労働とは何か」という線引きと同

一制度導入の際に非正規雇用労働者の賃金引き上げ、福利厚生の付与などの賃金面確保に

よる「人件費の増大」が最大の懸念であると考えられる。 

図表 1-10 同一労働同一賃金制度への対応状況(企業規模別) 
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第７節 正規雇用労働者と非正規雇用労働者の

根本的な違い 
 

正規雇用労働者と非正規雇用労働者の根本的な違いとして、正規雇用労働者では「大き

な業務などの判断をする責任を負うこと」「転勤・部署移動などの命令に従うこと」が挙

げられる。また、非正規雇用労働者では「直接業務とは関係ない研修・勉強会・会議への

参加義務」「残業の命令に従うことやサービス残業発生の可能性がある」などが考えられ

る。 

 さらに、同一制度は端的に言えば、「非正規雇用労働者の待遇確保」であるが、正規・

非正規労働者労働者が同一の職務をしているならば同一の賃金を付与するという、両者を

対等に扱うという観点から見れば、「正規雇用労働者の待遇免除または引き下げ」という

方法も考えられる。しかし、現状、正規雇用労働者に対する賃金面・福利厚生の待遇引き

下げは、年功序列制などの日本の雇用制度を考えると困難である。 
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第２章 問題意識 
 

本章では前章の現状分析を踏まえ、以下の問題意識について議論していく。 

 第一に、制度そのものに対する問題意識である。我々は、「同一労働同一賃金制度」の”

同一労働”の定義について着目した。果たして、この同一制度における”同一労働”とは、

同じ職務内容であれば雇用形態に依らず賃金を“同一”にすべきという考えなのか、どの

程度で同一と定義しているか政府の見解やガイドラインを含め曖昧である。しかし、現状

として、どのように労働を“同一”とみなすのか、検証する方法がない。また、労働時

間・勤務日数・作業内容といった雇用形態に依らず同一か否かの判断はできるが正規雇用

労働者と非正規雇用労働者では仕事に対する“責任“の重さが違う。このような目には見

えない労働力をどのように計るかが問題である。 

 第二に、同一制度が企業に与えている影響に対する問題意識である。2020 年に大企業、

2021 年に中小企業に適用されたこの同一制度は現状、義務化されているにも関わらず導入

率が低い。その背景として、同一制度導入による人件費の増大が挙げられる。賃金や福利

厚生といったガイドラインに記載されてある項目に沿って企業を運営すれば、正規・非正

規雇用労働者の間の待遇差が縮まるも、その分、労働者側に与える金額が増えるため、人

件費の増加は免れないと考えられる。よって、企業は導入を懸念し、制度導入が促進され

ず本来の目的である「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保～同一企業内における正

規・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消」が実現されない可能性が考えられる。 

 つまり、制度導入→コスト増大→導入率の低下→賃金格差や待遇差の解消に至らないと

いう負の連鎖が続くことが懸念されている。しかし、このような負の連鎖はあくまでも仮

説であり、実証的には分析されていない。よって、本稿では同一制度導入がコスト増大に

つながるかを実証分析により示し、同一制度の問題点を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ISFJ2021 最終論文 

 

19 

 

第３章 先行研究及び本稿の位置

づけ 

第１節 先行研究 
 

稲上（2016）は、正規雇用労働者の処遇水準を劣化させることなく、準社員的な非正規

雇用労働者のボリュームをどれほど大きくしていくことができるかを課題としている。正

規雇用労働者のいる内部労働市場では職務系列横断的な同一価値労働同一賃金というルー

ルが、非正規雇用労働者のいる外部労働市場では、地域別・職種別の同一労働同一賃金と

いうルールが適用されることが理想であるとする。同一制度による両者の架橋は画期的な

ものであるが、ある特定の仕事を正規雇用労働者が行うというようになり、今以上に非正

規雇用労働者と正規雇用労働者の仕事の間に明確な線引きが発生してしまう。この結果、

内部と外部を一層分断してしまう結果となるため、あまり有効な方法でないとしている。

特に、賃金の改善は労働市場の需給バランスと地域別最低賃金によるほかないとしている。 

水町（2019）は、「同一労働同一賃金」の実現のためには社会的側面・経済的側面の２

つの側面が課題としており、日本の法的ルールと欧州の法的ルールを比較し共通性や独自

性を明らかにしている。共通性では、法的ルールの枠組みやガイドラインの参考、独自性

では、両者の「不合理な待遇の相違の禁止」と「同一労働同一賃金」の関係について説明

がなされている。以上のことから、「同一労働同一賃金」改革を進めていく上で、正規・

非正規雇用労働者の待遇格差の是正の着実な実行、賃金・人事労務管理制度の再検討、非

正規雇用労働者の増加への対応の必要性の３つの課題を挙げている。 

安井・佐野・久米・鶴（2016）は、契約社員、嘱託社員という非正規雇用労働者に焦点

を当て、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の賃金格差を明らかにしている。経済産業研

究所による Webアンケート調査のデータを用いて Blinder-Oaxaca分解をした結果、賃金格

差において、男性は勤務年数・職種など、女性は職種・学歴などにより差が大きいとされ

ている。非正規雇用労働者の賃金が国際的に低いことを問題視していたが、分析により欧

州の分析結果と比較して然程変わらないことを見出し、政策の出発点として日本の現状を

明らかにしている。 

居城（2011）は、ヴェルサイユ条約から ILO100 号条約成立前後までの男女間での労働に

おける差別的扱いをめぐる議論と 2011年に至るまでの日本の賃金格差や待遇面の課題の二

つの側面から「同一労働同一賃金」の歴史を辿り、家族賃金を中軸とする賃金制度との相

克の中で展開されていることを明らかにしている。国の歴史をなぞり、社会の中で「同一

労働同一賃金」制度を共通に指す方針の有無を明確にし、これを保障する立法や推進する

主体の形成の実行を問題視している。以上より本研究では、「同一価値労働同一賃金」の

内容の明確化と、日本社会に適した具体的政策案の実行を課題に挙げている。 

 

第２節 本稿の独自性 
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稲上（2016）は、内部労働市場と外部労働市場のシステムを軸に同一制度は有効ではな

いことを論じているものの、分析データを用いて十分な検証がなされているとは言えない。

そのため本論文では、制度導入による企業価値の低下、平均年齢が企業に与える影響につ

いて回帰分析を用いて分析する。 

居城（2011）、水町（2019）は、制度分析や歴史分析などから同一制度に対して肯定的

な結論を導いている。しかし、本稿では実証分析により企業側への影響を明らかにしたう

えで、同一制度の問題点について明らかにする。  

久米・佐野・鶴・安井（2016）は、有期雇用労働者の賃金を国際的に比較し、然程変わ

らないことを立証したが賃金格差の原因を発見しているとは言えない。そのため本稿では、

企業視点で賃金格差の理由を推測し、労働者寄りの制度の問題点についてデータを用いた

回帰分析により明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ISFJ2021 最終論文 

 

21 

 

第４章 実証分析 

第１節 同一労働同一賃金制度は非正規雇用労

働者が多い企業の企業価値を低下させているの

ではないのか 
 

第１項 問題意識 

 
 大企業には 2020 年 4 月 1 日、中小企業には 2021 年 4 月 1 日から施行された同一制度で

あるが、第１章でも述べたように、同一制度導入後には非正規雇用労働者の賃金面引上げ

や福利厚生等の付与により、企業側の「人件費の増大」が考えられる。この結果、非正規

雇用労働者が多い企業または非正規雇用労働者率が高い企業の企業価値が低下している可

能性が考えられる。 

本稿では、同一制度導入前後において人件費が増大しているかどうか、人件費の増大が

どのように企業価値に影響を与えるのかを明らかにする。仮に同一制度が企業価値を低下

させているのであれば、この制度は労働者に偏った制度と考えられるため、企業側は導入

を躊躇すると考えられる。つまり、各企業が同一制度の導入をしないのであれば、「働き

方改革関連法」における「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保～同一企業内における

正規雇用・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消～」の実現が促進されないと言

える。 

 本分析では、この仮説を立証するために企業価値を「営業利益率」「総資産変化率」

「売上高変化率」の３つで定義し、人件費の増大が企業価値にどのような影響を与えるの

かを分析する。 

 

第２項 同一制度導入によるコスト増大に関する分析 
 

 ここでは、同一制度導入年前後で非正規雇用労働者の増減が人件費に与えた影響を推定

する。分析方法は固定効果モデルによる多重回帰分析を用いる。 

 

・推定式と各変数の定義 

 

推定式は以下の式である。 

 

人件費比率
i,t

= β0 + β1臨時従業員比率
i,t

+ β2交差項
i,t

+ β3企業規模
i,t

+ β4負債比率
i,t

+ β5現預金比率
i,t

+ β6有形固定資産比率
i,t

+ λi + εi,t 

                                                                                      

・・・・(1) 
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iは企業、tは 2016 年から 2021年までの年を表す添え字である。また、推定式における

被説明変数および各説明変数は以下で定義し算出する。λは企業の固定効果、εは誤差項

である。なお、本稿で注目する変数は臨時従業員比率であり、正規雇用の従業員数に対す

る臨時従業数の比率である。 

 

人件費比率 =
(製造原価労務費福利厚生費累計＋販管費人件費福利厚生費累計)

売上高営業収益累計
 

 

臨時従業員比率 =
平均臨時従業員数

従業員数（期首）
 

 

交差項 = 臨時従業員比率 ∗ 同一制度導入前後ダミー 

ただし、同一制度導入前後ダミー = {
1 (t = 2021)
0 (t ≠ 2021)

 

 

企業規模 = ln(資産合計(期首)) 

 

負債比率 =
負債合計（期首）

資産合計（期首）
 

 

現預金比率 =
現金預金及び現金同等物（期首）

資産合計（期首）
 

 

有形固定資産比率 =
有形固定資産（期首）

資産合計（期首）
 

 

・使用したデータの説明 

 

 分析に用いたデータは「日経 NEEDS Financial QUEST」の 2016年から 2021 年の製造業と

非製造業における企業財務データである。ここではベンチマークを 2017年のデータで設定

した。なお、各項目の金額の単位は百万円である。 

 

・符号条件 

 

 本分析では交差項の係数符号に着目する。仮に同一制度が企業の人件費を上昇させてい

るのであれば、非正規雇用労働者の代理変数である臨時従業員比率が高いほど、同一制度

導入後に人件費比率が上昇するはずである。つまり、同一制度が人件費を上昇させていれ

ば臨時従業員比率*同一制度導入前後ダミーの交差項の係数は𝛽2 > 0であると予想される。 
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図表 4-1は(1)式の各変数の基本統計量である。人件費比率の観測数について、分析の際

に異常値として観測されたものは除外したため上記の観測数を得た。また、各変数の最大

値・最小値を見ると、大きく外れた値は観測されていないため、ここで外れ値の問題は特

に重要でないと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-1 （1）式の基本統計量 

図表 4-2  (1)式の推定結果 

出典：推定結果より筆者作成 

出典：推定結果より筆者作成 
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 図表 4-2は(1)式の推定結果である。この図から、係数は臨時従業員比率が人件費比率に

対して統計的に 1%の水準で有意にゼロと異なり、臨時従業員比率に対してプラスであった。

また、臨時従業員比率の係数が 0.00326 であることから、臨時従業員比率が 1 単位上昇す

ると人件費比率が 0.326%上昇することが分かる。また、本稿で注目している交差項の係数

はプラスであり、統計的に 1%の水準で有意にゼロと異なる。つまり、同一制度導入後に非

正規雇用労働者が増加すると、人件費比率がさらに増加することを示している。臨時従業

員比率の係数と交差項の係数の和から、制度導入後の臨時従業員比率の効果が読み取れる

ため、制度導入後は企業にさらなる人件費の増大が見込まれる。 

よって、この結果から我々の仮説である、同一制度導入後に非正規雇用労働者に依存し

た企業の人件費比率が上昇することが支持される。 

 

第３項 同一制度導入が企業価値へ与える影響に関する分析 
 

 ここでは、前項の推定結果を踏まえ、企業価値を「営業利益率」「総資産変化率」「売

上高変化率」の 3 つで定義する。仮に、前項で定義した交差項の係数が、各々の被説明変

数に対してプラスであるならば、同一制度は企業に便益をもたらすと考えられる。一方、

各変数に対して交差項がマイナスの影響を与えているのならば、同一制度は企業価値を低

下させているとわかる。それだけでなく、同一制度が労働者側に寄っている制度とも表す

ことができ、特に、富が企業から労働者に移転している可能性が考えられる。 

 分析方法は前項と同様に固定効果モデルによる多重回帰分析を用いる。 

 

・推定式と各変数の定義 

 

推定式は以下の(2)(3)(4)の 3つの式である。 

 

営業利益率
i,t

= β0 + β1臨時従業員比率
i,t

+ β2交差項
i,t

+ β3企業規模
i,t

+ β4負債比率
i,t

+ β5現預金比率
i,t

+ β6有形固定資産比率
i,t

+ λi + εi,t 

                                  ・・・・(2) 

 

総資産変化率
i,t

= β0 + β1臨時従業員比率
i,t

+ β2交差項
i,t

+ β3企業規模
i,t

+ β4負債比率
i,t

+ β5現預金比率
i,t

+ β6有形固定資産比率
i,t

+ λi + εi,t 

                                  ・・・・(3) 

 

売上高変化率
i,t

= β0 + β1臨時従業員比率
i,t

+ β2交差項
i,t

+ β3企業規模
i,t

+ β4負債比率
i,t

+ β5現預金比率
i,t

+ β6有形固定資産比率
i,t

+ λi + εi,t 

                                  ・・・・(4) 

 

i,t およびλ,εの定義は前項と同様である。また、各被説明変数は以下で定義して算出

する。 
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営業利益率 =
営業利益累計

資産合計（前年）
 

総資産変化率 =
(資産合計 − 資産合計（前年）)

資産合計（前年）
 

売上高変化率 =
(売上高営業収益累計 − 売上高営業収益累計（前年）)

売上高営業収益累計（前年）
 

 

・使用したデータの説明 

 

前項と同様である。 

 

・符号条件 

 

 仮に同一制度による人件費の上昇が企業価値を高めるのであれば臨時従業員比率*同一

制度導入前後ダミーの係数は𝛽2 > 0であると考えられる。一方、同一制度が企業価値を毀

損すれば、𝛽2 < 0であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-3は(2)(3)(4)式の各変数の基本統計量である。人件費比率の観測数については前

述の通りである。また前項と同様に、各変数の最大値・最小値を見ると、大きく外れた値

は観測されていないため、ここで外れ値の問題は特に重要でないと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-3 (2)(3)(4)式の基本統計量 

出典：推定結果より筆者作成 
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図表 4-4は(2)(3)(4)式の推定結果である。この図を見ると、臨時従業員比率の係数が営

業利益率に対して統計的に 10%の水準で有意にゼロと異なり、符号はプラスであった。臨

時従業員比率の総資産変化率に対する係数は統計的に有意ではなかった。さらに、売上変

化率に対する臨時従業員比率の係数は統計的に 10%の水準で有意にゼロと異なり、符号は

マイナスであった。 

ここで、交差項に着目すると係数はどの被説明変数に対しても負であり、符号条件から

同一制度は企業価値を毀損させていると考えられる。ただし、交差項の係数は列(2)のみ

で統計的に有意であるため、同一制度導入後には非正規雇用労働者に依存した企業の営業

利益率で測った企業価値が低下していると言える。 

 

以上、第１節の推定結果を踏まえると、同一制度導入前後において非正規雇用労働者が

多い企業では、非正規雇用労働者の増加に伴い人件費比率が増加し、営業利益率は減少す

ることが分かった。 

つまり、同一制度は企業側には有効ではなく、政策として見直すべき課題を持っている。

特に、企業にとって負の影響を与え、富が企業から労働者に移転していると分析結果から

分かる。 

 

最後に、製造業と非製造業に分けた際における分析結果に関して述べる。 

 

 

 

 

図表 4-4 (2)(3)(4)式の推定結果 

出典：推定結果より筆者作成 
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図表 4-5 は(1)(2)(3)(4)式における製造業における推定結果である。この図を見ると、

交差項の係数が人件費比率に対して統計的に 10%の水準で有意にゼロと異なり、符号はマ

イナスであった。また、臨時従業員比率の係数は売上高変化率に対して統計的に 1%の水準

で有意にゼロと異なり、符号はマイナスであった。さらに、(1)の推定式における交差項

の係数が-0.00463 であることから、結果として製造業に対して同一制度は人件費に対して

負の効果をもたらすと分かる。また、交差項の係数は営業利益率、総資産変化率、売上高

変化率に対して、有意にゼロと異ならないことから製造業において同一制度の負の影響は

観察されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-5 (1)(2)(3)(4)式の製造業における推定結果 

出典：推定結果より筆者作成 

図表 4-6 (1)(2)(3)(4)式の非製造業における推定結果 



ISFJ2021 最終論文 

 

28 

 

 

 

図表 4-6 は(1)(2)(3)(4)式における製造業における推定結果である。この図を見ると、

交差項の係数は人件費比率に対して統計的に 1%の水準で有意にゼロと異なり、非製造業の

人件費を同一制度が押し上げているという結果となった。また、(2)式の結果において、

交差項の係数はマイナスであり、統計的に 1%の水準で有意であった。しかし、(2)(3)式に

おいては有意な結果は得られなかった。係数に着目すると、臨時従業員比率の係数が

0.00360 であることから、同一制度導入後に臨時従業員比率が 1 単位上昇すると、人件費

比率は 0.00360 増加することが分かる。よって、非製造業において非正規雇用労働者の多

い企業にとって同一制度後に人件費比率の上昇をもたらし、営業利益率を低下させている

ことが立証された。 

 

第２節 企業内労働者の高齢化により企業価値

は高まっているのか 
 

第１項 問題意識 
 

前節での結果「同一制度導入後において、非正規雇用労働者の多い企業での人件費の増

大及び企業価値の低下」と現状分析の「労働者の高齢化」により、企業は正規雇用労働者

の枠が埋まっていることがわかる。そして、新たな正規雇用労働者を雇えず、非正規雇用

労働者は正規雇用にキャリアアップしたくてもできない状況にあるのではないかと考えら

れる。 

また、現行のガイドラインを厳守すると、賃金格差是正には年齢が高く賃金が高い労働

者の基準に合わせる必要がある。しかし、前節での分析結果より、同一制度導入後におけ

る非正規雇用労働者率の増加は人件費の増大につながるため、上記のような基準の合わせ

方は更なるコスト増大につながる可能性が見込まれると考えられる。 

そこで、我々は、そのような年齢が高く賃金が高い労働者は生産性を有しているのかと

いう問題に着目した。現在の日本の雇用制度に着目すると年齢上昇を職務能力の向上とみ

なしているため、給与を決定する年功序列制が採用されている。仮に、年齢上昇に伴い職

務能力が向上されているのであれば企業の生産性は向上していると言える。つまり、企業

内労働者の年齢上昇に伴い企業価値は高まるはずである。しかし、企業価値を毀損してい

るのならば、年齢増加は問題視されるべきである。 

よって、本節ではこの仮説を立証するために、企業内労働者の年齢上昇が企業価値にど

のような影響を与えるかを分析する。 

 

第２項 企業内労働者の年齢上昇が企業価値に与える影響に関する

分析 
 

ここでは、平均年齢の上昇が与える企業の一人あたり人件費および企業価値への影響を分

析する。分析方法は前節と同様に最小二乗法による重回帰分析を用いる。 

出典：推定結果より筆者作成 
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・推定式と被説明変数および説明変数の定義 

 

 推定式は以下の(5)(6)(7)の 3つの式である。 

 

一人あたり人件費
i,t

= β0 + β1平均年齢
i,t

+ β2企業規模
i,t

+ β3負債比率
i,t

+ β4現預金比率
i,t

+ β5有形固定資産比率
i,t

+ β6製造業ダミー
i,t

+ εi,t 

                                  ・・・・(5) 

 

営業利益率
i,t

= β0 + β1平均年齢
i,t

+ β2企業規模
i,t

+ β3負債比率
i,t

+ β4現預金比率
i,t

+ β5有形固定資産比率
i,t

+ β6製造業ダミー
i,t

+ εi,t 

                                  ・・・・(6) 
(2019 ≤ t ≤ 2021) 

 

 

時価総額対数
i,t

= β0 + β1平均年齢
i,t

+ β2企業規模
i,t

+ β3負債比率
i,t

+ β4現預金比率
i,t

+ β5有形固定資産比率
i,t

+ β6製造業ダミー
i,t

+ εi,t 

                                  ・・・・(7) 
t = 2021 

 

iは企業、tは 2019 年から 2021年までの年を表す添え字である。εは前節と同様に誤差

項である。特に、(7)式に関して、時価総額対数は 2021 年でのデータのみであるため、

t=2021として分析する。また、前項で扱っていない被説明変数は以下で定義し算出する。 

 

一人あたり人件費 =
(製造原価労務費福利厚生費累計＋販管費人件費福利厚生費累計)

(平均臨時従業員数＋期末従業員数)
 

 

時価総額対数 = ln(時価総額)  

 

・使用したデータの説明 

 

 分析に用いたデータは「日経 NEEDS Financial QUEST」の 2016年から 2021 年の製造業に

おける企業財務データと「YAHOO!JAPAN ファイナンス」から入手した 2019 年から 2021 年

までの企業内平均年齢と時価総額のデータである。 

 

・符号条件 

 

 本節では平均年齢の係数に着目する。仮に平均年齢の上昇が一人あたり人件費を増大さ

せているのであれば𝛽1 > 0、減少させているのであれば𝛽1 < 0である。 
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図表 4-7は(5)(6)(7)式の基本統計量である。前節と同様に、一人あたり人件費の観測数

については、分析の際に異常値として観測されたものは除外したため上記の観測数を得た。

各変数の最大値・最小値を見ると、大きく外れた値は観測されていないため、ここで外れ

値の問題は特に重要でないと思われる。 

 

・推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-8 は(5)式の推定結果である。この図を見ると、2019 年から 2021 年各々において、

図表 4-7 (5)(6)(7)式の基本統計量 

出典：推定結果より筆者作成 

図表 4-8 (5)式の推定結果 

出典：推定結果より筆者作成 
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係数は平均年齢が一人あたり人件費に対して統計的に 1%の水準で有意にゼロと異なり、平

均年齢に対してプラスであった。また、平均年齢の係数が 2019年では 0.153、2020年では

0.119、2021年では 0.125であることから、平均年齢が 1歳増加すると、一人あたり人件費

が 2019年では 15.3万円、2020年では 11.9万円、2021年では 12.5万円上昇することが分

かる。つまり、企業内労働者の平均年齢上昇に伴い、一人あたり人件費は増加すると立証

された。特に、一人あたり人件費の定義から、労働者に対する賃金のみならず、福利厚生

費も増加することが立証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-9 は(6)式の推定結果である。この図を見ると、2019 年から 2021 年各々において、

係数は平均年齢が営業利益率に対して統計的に 1%の水準で有意にゼロと異なり、平均年齢

に対してマイナスであった。また、平均年齢の係数が 2019 年では-0.00441、2020 年では-

0.00365、2021 年では-0.00173 であることから、平均年齢が 1 歳増加すると、営業利益率

が 2019年では 0.441%、2020年では 0.365%、2021年では 0.173%減少することが分かる。つ

まり、企業内の平均年齢上昇に伴い、営業利益率(=企業価値)は減少することが立証され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-9 （6）式の推定結果 

出典：推定結果より筆者作成 

図表 4-10 （7）式の推定結果 
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図表 4-10 は(7)式の推定結果である。この図を見ると、2021 年において、係数は平均年

齢が時価総額対数に対しては統計的に 1%の水準で有意にゼロと異なり、平均年齢に対して

マイナスであった。また、平均年齢の係数が-0.0502 であることから、平均年齢が 1 歳上

昇すると、時価総額は 5.02%減少する。つまり、企業の平均年齢上昇にともない時価総額

は減少することが立証された。 

 

以上、(5)(6)(7)式の推定結果から、企業内労働者の平均年齢上昇に伴い、一人あたり

人件費は増加し営業利益率・時価総額は減少すると立証された。つまり、企業にとって高

齢労働者の存在はコスト増大に繋がり、企業価値の低下やキャリアアップを目指す労働者

の妨げなど便益をもたらさない可能性があると考えられる。 

さらに、時価総額の低下ということから、将来における企業価値の低下や企業業績の低迷

の可能性が考えられる。 

よって、労働者の高齢化は企業価値の低下につながる可能性があると考えられるという

我々の仮説は立証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：推定結果より筆者作成 
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第５章 政策提言 

第１節 同一労働同一賃金制度から同一価値労

働同一賃金制度へ 
 

図表 4-2 から、係数は臨時従業員比率が人件費比率に対して統計的に 1%の水準で有意に

ゼロと異なり、臨時従業員比率に対してプラスであった。また、臨時従業員比率の係数が

0.00326 であることから、臨時従業員比率が 1 単位上昇すると、人件費比率が 0.326%上昇

することが分かる。また、本稿で注目している交差項の係数はプラスであり、統計的に 1%

の水準で有意にゼロと異なる。つまり、同一制度導入後に非正規雇用労働者が増加すると、

人件費比率がさらに増加することを示している。臨時従業員比率の係数と交差項の係数の

和から、制度導入後の臨時従業員比率の効果が読み取れるため、制度導入後は企業にさら

なる人件費増大が見込まれる。よって、この結果から我々の仮説である、同一制度導入後

に非正規雇用労働者に依存した企業の人件費比率が上昇することが支持される。 

 また図表 4-4 から、臨時従業員比率の係数が営業利益率に対して統計的に 10%の水準で

有意にゼロと異なり、符号はプラスであった。臨時従業員比率の総資産変化率に対する係

数は統計的に有意ではなかった。さらに、売上変化率に対する臨時従業員比率の係数は統

計的に 10%の水準で有意にゼロと異なり、符号はマイナスであった。 

ここで、交差項に着目すると係数はどの被説明変数に対しても負であり、符号条件から、

同一制度は企業価値を毀損させていると考えられる。ただし、交差項の係数は列(2)のみ

で統計的に有意であるため、同一制度導入後には非正規雇用労働者に依存した企業の営業

利益率で測った企業価値が低下していると言える。 

推定結果を踏まえると、政府の発表しているガイドラインの導入前後において、非正規

雇用労働者が多い企業では、非正規雇用労働者の増加に伴い人件費比率が増加し、営業利

益率は減少するという結果になった。 

以上のことから、本稿では、現行のガイドラインの適正化をする経済政策を提言する。

つまり、企業価値を低下させないようにし現在発生している賃金格差の是正をする。ここ

で我々が提言したいのが「同一価値労働同一賃金制度」である。同一制度が「同じ職務内

容であれば同一の賃金を支払う」という考え方であったのに対し、同一価値労働同一賃金

とは「職務が職務基準の下、同一の価値の労働であれば同一の賃金を支払う」という考え

方である。同一労働同一賃金の考え方は、職務の内容を基準として同一かどうかを判断す

る考え方である。しかし、同じ職務を表面上、行っていても役職などの立場が違えば同一

の賃金は支払われない。これは、職務の価値が異なるため、当然の対応であるといえるが

職務内容のみで判断すると同一かどうかが曖昧になる。このような曖昧な点をより明確に

するために、同一価値制度は職務の内容ではなく、その価値により判断し、賃金の格差を

正当化するものである。よって、実態に合った賃金の提示が可能となり、より柔軟な対応

を企業が行うことができる。そのため、同一価値労働同一賃金の考え方をガイドラインに

反映させた方が、企業価値の毀損を防ぐためにも望ましいと考えられる。この考え方をも

とに現行のガイドラインとの変更点を上げていく。 
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現行の同一労働同一賃金ガイドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

我々が提案する同一価値労働同一賃金ガイドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この変更により、同一価値労働同一賃金とする。また、上記の同一労働同一賃金では職

務内容のみで判断した場合同一かどうかが曖昧になるが、同一価値制度は職務の内容では

なく、その価値によって判断し賃金の格差を正当化する。よって、現行のガイドラインが

導入された理由でもある賃金格差の是正という問題点を解決することができる。また、こ

の内容は変更点が少なく、ガイドラインの文言のみに修正であることから実現可能である

と考える。 

 

第２節 同一価値労働同一賃金制度における人

件費の適正化 
 

第 4 章で示した実証分析では、同一制度導入によって企業が雇う労働者の人件費が高く

なり、企業価値を低下させているのではないかということについて、2016 年から 2021 年

における企業財務データと 2019 年から 2021 年までの企業内平均年齢のデータを用いて分

析した。図表 4-8で示したように、分析により以下の結果が得られた。 

2019 年から 2021 年各々において、一人あたりの人件費に対する平均年齢の係数は統計

的に 1%の水準で有意にゼロと異なり、平均年齢の係数はプラスであった。また、平均年齢

の係数が 2019年では 0.153、2020年では 0.119、2021年では 0.125であることから、平均

年齢が 1 歳増加すると、一人あたり人件費が 2019 年では 15.3 万円、2020 年では 11.9 万

基本給 

・基本給が、労働者の能力又は経験に応じて支払うもの、業績又は成果に応じて支払

うもの、勤続年数に応じて支払うものなど、その趣旨・性格が様々である現実を認め

た上で、それぞれの趣旨・性格に照らして、実態に違いがなければ同一の、違いがあ

れば違いに応じた支給を行わなければならない。 

・昇給であって、労働者の勤続による能力の向上に応じて行うものについては、同一

の能力の向上には同一の、違いがあれば違いに応じた昇給を行わなければならない。 

基本給 

・基本給が、労働者の能力又は経験に応じて支払うもの、業績又は成果に応じて支払

うもの、勤続年数に応じて支払うものなど、その趣旨・性格が様々である現実を認め

た上で、それぞれの趣旨・性格に照らして、行った職務が職務基準の下、同一の価値

であれば同一の賃金を、違いがあれば違いに応じた支給を行わなければならない。 

・昇給であって、労働者の勤続による能力の向上に応じて行うものについては、同一

の能力の向上には同一の、違いがあれば違いに応じた昇給を行わなければならない。 
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正規雇用労働者 非正規雇用労働者

現行の同一制度における人件費

1500 1500

正規雇用労働者 正規雇用労働者

現行の同一制度における人件費

円、2021 年では 12.5 万円上昇することが分かる。つまり、企業内労働者の平均年齢の増

加に伴い、一人あたり人件費は増加すると立証された。特に、一人あたりの人件費の定義

から、労働者に対する賃金のみならず、福利厚生費も増加することが立証された。 

以上のことから、本稿では、同一価値制度における人件費を適正化する政策を提言する。

つまり、働いている量や質に対して見合わない給料や福利厚生を受けている労働者の人件

費水準を下げることを可能である。しかし、現在の日本では労働契約法第 9 条によって企

業は労働者と合意することなく、給料の引き下げや一部の福利厚生の減額といった労働条

件の変更は違法とされている。また、日本はメンバーシップ型雇用を採用している企業は

多く、年功序列制に沿った働き方が根付いている。このことから、人件費の価値に見合っ

ていない労働者でも企業に留まっていると考えられる。この状況下で、現在の雇用形態に

現行のガイドラインを企業が遵守してしまうと、年齢が高く給与が高い労働者に基準を合

わせなければならないという問題が生じる。そのため、人件費の増加に直面してしまうこ

とが要因となり、この制度の企業導入率が低いことや賃金格差・待遇差が解消されていな

いという問題点にも繋がってくる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

出典：筆者作成 

 

図に表すと、以上のようなことが言える。例えば、同一価値労働を行っており、給与が

1500 万円の正規雇用労働者と 500 万円の非正規雇用労働者がいたとする。現状の制度では、 

給与の高い方に合わせる必要があるため、同一賃金とするためには両者を 1500万円とする

必要がある。しかし、企業側の負担が重く、同一価値同一賃金を実現することができない。 

そこで企業側は、同一価値制度における情報開示を義務化し、新しいガイドラインに労

働契約おける給料の引き下げや福利厚生の削減を組み込むことを可能とする内容を含める。 

一例ではあるが、ジョブグレード制度の導入である。その中で、ベース給に着目して説

明する。この制度は、職務を役割等級群に分け、等級群ごとにいくつかの段階で給料に分

けられている。ベース給とは、業績によって細分化された段階の給料が割り振られる。 

一方、業務給とは、年 2 回に会社業績および実績評価に応じた業績給に加えた給料であ

る。この例から、適正な人件費を割くことができる。この政策により、人件費に対する価

値が見合っていない労働者に対する給与の低下を許容し、人件費削減をすることが可能と

なる。この政策では、給料の引き下げや福利厚生の削減の対象となる労働者の不満が積も

ってしまうと考えられるが、これまで以上に成果に対する評価を適正に受けることができ

図表 5-1-(1)  現行の同一制度における人件費の適正化 
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る。 

 

 

  
出典：筆者作成 

 

図に表すと、以上のことが言える。前述した図と同じ状況を考える。また、ここで 1000

万円が労働に対する適切な賃金とする。本稿で提言した新制度を導入することで、正規雇

用労働者の給与を 1500 万円から 1000 万円に下げることができ、その結果として非正規雇

用者の賃金を 1000万円にあげ、同一賃金を実現することが可能になる。 

新制度導入の結果、本稿が目指している、同一価値制度を実現することができる。そこ

で、さらに削減した資金を使用して非正規雇用労働者から優秀な人材の獲得し、企業価値

の上昇を見込むことができる。よって、人件費を抑えることにより企業価値の低下をさせ

ず、賃金格差の是正を実現できると予想する。 

 

第３節 同一価値労働同一賃金制度における労

働者の流動化 
 

第 4章で示した実証分析では、企業平均年齢の上昇が与える営業利益率(=企業価値)と時

価総額への影響を 2016 年から 2021 年の企業財務データと 2019 年から 2021 年までの企業

内平均年齢と時価総額のデータを用いて分析した。図表 4-9 で示したように、2019 年から

2021年各々において、営業利益率に対する平均年齢の係数は統計的に 1%の水準で有意にゼ

ロと異なり、符号はマイナスとなった。また、平均年齢の係数が 2019 年では-0.00441、

2020年では-0.00365、2021年では-0.00173であることから、平均年齢が 1歳増加すると、

営業利益率が 2019年では 0.441%、2020年では 0.365%、2021年では 0.173%減少することが

分かった。つまり、企業内の平均年齢の増加に伴い、営業利益率(=企業価値)は減少する

ということが立証された。 

 図表 4-10 で示したように、2021 年において、係数は平均年齢が時価総額対数に対して

は統計的に 1%の水準で有意にゼロと異なり、平均年齢に対してマイナスであった。また、

平均年齢の係数が-0.0502 であることから、平均年齢が 1歳増加すると時価総額は 5.02%減

少することが分かった。つまり、企業の平均年齢の増加に伴い時価総額は減少するという

1500

500

正規雇用労働者 非正規雇用労働者

同一価値制度における人件費

図表 5-1-(2) 同一価値制度における人件費の適正化 
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ことが立証された。 

 以上のことから、本稿では、同一価値制度の実現のために賃金水準の適正ではない高齢

労働者を労働基準法第 16条「解雇権濫用の法理」の対象外とし、労働者の流動化を可能と

する政策を提言する。正木（1991）が示しているように、現在、日本の多くの企業では、

年齢増加を職務能力の向上とみなし、それによって給与を決定する年功序列制が採用され

ている。つまり、年齢増加に伴い職務能力が向上されているのであれば、企業の生産性は

向上しているとするという雇用制度である。年功序列制が有効であれば、企業内労働者の

年齢増加に伴い営業利益率や時価総額は高まるはずであるが、第 4 章の分析結果により、

営業利益率、時価総額ともに低下するという結果が得られた。上記より、年齢が高く賃金

水準の適正ではない労働者の存在が、企業活動を制約していると考えられる。さらに、時

価総額の低下から、将来の企業業績の低迷を予想することができる。そこで、賃金水準の

適正ではない高齢労働者を、終身雇用慣行のもととなっている労働基準法第 16条「解雇権

濫用の法理」の対象外とし、労働者の流動化を可能とする。このことにより、労働者の理

解を得るため、企業は説明開示を詳密に行う必要があるが、企業は賃金水準が適正ではな

い労働者の存在による企業活動の制約から解放されることになる。つまり、企業は企業価

値を高める優秀な人材を確保しやすくなり、非正規雇用労働者は正規雇用にキャリアアッ

プする機会を多く得ることができるようになる。この政策により企業価値を下げずに、賃

金格差を是正することを実現できると予想する。 

 

第４節 非製造業に対する同一価値労働同一賃

金制度の優先的導入 
 

本稿で提言した同一価値制度を非製造業に優先して導入することを提言する。 

 図表 4-5、4-6の実証分析から、製造業において同一制度の負の影響は観察されなかった

が、非製造業において非正規雇用労働者の多い企業では人件費比率の上昇をもたらし、営

業利益率を低下させていることが明らかとなった。総務省統計局『国勢調査報告』の 2015

年調査より、日本の 15 歳以上の就業者数を産業三部門別にみると，第一次産業は 222 万

人，第二次産業は 1392 万人，第三次産業は 3961 万人となっている。ここから非製造業が

中心である第三次産業が全体の約 7 割を占めていることが分かる。第三次産業の発展は日

本を含む先進国に多く見られる傾向であり、主な理由としては情報通信サービスの発展に

よるサービス業の成長や経済発展を原因とした労働単価の上昇による第一・二次産業の国

際競争力の低下があげられる。したがって、今後も第三次産業は大きく成長していくと予

測される。しかし、同一制度の継続は第三次産業の成長の制約となり、日本経済の低迷に

繋がるため、社会的損失を生み出すと考えられる。そこで非製造業の成長の妨げにならな

いために、本稿の政策提言にあげた政策の早期施行が必要であると考えられる。 

 以上のことから、本稿で提言した政策を企業全体を対象として一斉に導入するのではな

く、非製造業に絞って段階的に導入する。本稿で提案した政策は企業価値を向上させ、日

本経済の発展のために有効な政策であると考えられるが、労働者側には少なからずデメリ

ットがあり、導入にあたっては丁寧な説明が必要である。そのため、新たな政策を企業全

体に適用した場合、多くの企業において労使間の混乱が生じる恐れがある。よって、実施

する企業を限定し段階的に政策を行うことが有効であると考えられる。同一制度は 2020年
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の 4月に大企業、その 1年後の 2021年 4月に中小企業が実施されており、政策の実施のタ

イミングがずれることは非現実的ではない。本稿の政策を現行の同一制度の弊害が大きい

非製造業の企業を対象に早期実施を行い、製造業の企業はのちに適用することとする。 

 本稿での政策を優先して導入することにより第三次産業の成長を妨げない制度を実現す

ることが期待できる。第三次産業の経済成長の制約を取り除くことで、大きな社会的便益

を得ることができる。本提案は、現行の同一制度では弊害が大きい産業から政策の導入を

行うものであり、制度の実現の可能性を高めると考えられる。 

 

第５節 政策提言及び本稿のまとめ 
 

本稿では、現行の同一制度で企業のコスト増大や企業価値の低下をもたらし、制度の普

及が阻害されているのではないのか、という点を問題意識として分析を行った。 

そして、この問題を解決するために以下の政策提言を行った。 

 

提言Ⅰ.同一労働同一賃金制度から同一価値労働同一賃金制度へ 

提言Ⅱ.同一価値労働同一賃金制度における人件費の適正化 

提言Ⅲ.同一価値労働同一賃金制度における雇用の流動化 

提言Ⅳ.非製造業に対する同一価値労働同一賃金制度の優先的導入 

 

現行の同一制度に対する我々の政策提言より、企業価値の低下をもたらさない賃金格差

の是正をすることができるという社会的ベネフィットが拡充し、人件費等のコスト増大及

び企業価値の低下という社会的コストを縮小することができると考えられる。 

以上より、企業のコストが抑制されることにより各企業の本制度の導入が促進され、現

行の同一制度が掲げる「正規・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の解消」が効率化

することを期待する。 

 

図表 5-3は第４章の分析結果、問題点及び政策提言についてまとめたものである。 
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第４章 分析結果 問題点 政策提言 政策効果

現行の同一制度導入

後、非正規雇用労働

者が多い企業では人

件費が増大する。

現行のガイドライン導入により、企業の

人件費負担が増大している。

現行の同一制度導入

後、非正規雇用労働

者が多い企業では企

業価値(=営業利益率)

が低下する。

企業側にとって、現行の同一制度はメ

リットにある制度ではない。

上記の影響は非製造

業において深刻であ

る。

今後、非製造業が中心である第三次産業

の成長の制約になり、日本経済の低迷に

つながる可能性がある。

非製造業に対す

る同一価値労働

同一賃金制度の

優先的導入

第三次産業

の成長を妨

げない本制

度の実現

企業内労働者の平均

年齢上昇に伴い一人

あたり人件費が増大

する。

現行のガイドラインを厳守すると、年齢

が高く賃金が高い労働者の基準に合わせ

る必要がある。

同一価値労働同

一賃金における

人件費の適正化

企業内労働者の平均

年齢上昇に伴い、企

業価値(=営業利益率)

及び時価総額が低下

する。

年齢が高い労働者の存在が、企業活動を

制約しており、高齢者の賃金水準が適正

ではない可能性がある。

同一価値労働同

一賃金における

労働者の流動化

第１節

同一労働同一賃

金制度から同一

価値労働同一賃

金制度へ

企業価値の

低下をもた

らさずに賃

金格差是正

が可能

第２節

企業価値の

低下をもた

らさずに賃

金格差是正

が可能

図表 5-3 分析結果、問題点及び政策提言まとめ 
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